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基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

60,837 59,912 52,388 50,665 57,996

令和３年度

事業期間 平成15年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

３　予防体制の強化

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

1,893 1,160

0 0 0

総合戦略

⑴火災予防意識の普及啓発　⑵住宅用火災警報器の設置対策　⑶防火クラブ等の育成指導

R2年度実績 R3年度見込

住宅用火災警報器の設置率 100

実績値

85.0

市民の防火意識の高揚を図り、関係法令に基づき防火対象物等の防火を推進することにより、市民の安心安全が守られる。また、幼年・少年消防クラブ及

び婦人防火クラブの活動を支援し、火災予防意識の醸成を図ることにより、地域の安心安全が守られる。

防火対象物の防火・安全の推進と市民の防火意識の高揚を図ることによる火災の未然防止
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・住宅防火対策の推進、防火対象物の違反是正等において、本事業の役割は益々重要となっている。　・全国での重大火災発生により、法令等の規制強化が図られた。

市民の生命や財産を火災から守り、誰もが安心して暮らせるまちづくりの実現に向け、本事業の役割は重要である。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
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●限られた人員で、市民の安心安全を守ることは、非常に重要である。　●住宅用火災警報

器の設置は、火災による被害の軽減と死傷者の低減を目的としている。　●住宅用火災警報

器の設置促進と適正な維持管理についての周知・啓発に取り組む。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

●火災予防は、消防法に基づき消防が実施すべきものであり、関与することは妥当である。　●

防火対象物等の防火を推進することは、直接市民の安心安全につながるため妥当である。　●

住宅用火災警報器は、市民の安心安全を確保するために必要不可欠である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価
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８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

●全国火災予防運動週間中の予防広報活動や防火対象物への立入検査等を実施した。

●住宅防火対策の推進、防火対象物の違反是正等により地域の安心安全が守られた。　●

事業成果の向上へさらなる取組みが必要である。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

防火対象物の安全を図るとともに、維持管理を含めた住宅用火災警報器の普及促進及び消防クラブの育成と活性化に引き続き取組んでいく必要があ

る。

今後の実施方向性

成果方向性
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４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

住宅用火災警報器の全戸普及のために取り組むとともに、今後も適正な維持管理についての啓発が必要となる。
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事業費

259675

事務事業名 火災予防普及啓発事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 84.6 84.8

担当所属 消防本部予防課

指

標
活動指標

手　段

-

85 -


